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研究成果の概要（和文）：　20世紀を代表する産業である電気機械産業において今日まで代表企業であり続けた
総合電機企業、日立とゼネラル・エレクトリックとシーメンスの3社を中心に（必要に応じて東芝、ウェスティ
ングハウス、AEGなども）取り上げ、その誕生から今日までの期間の、Ⅰ 戦略と組織構造」、「Ⅱ 機能」、
「Ⅲ 社会関係」について比較検討し、日本の企業・アメリカの企業・ドイツの企業の特徴を浮き彫りにすると
ともに、3国の企業の競争と協調、相互浸透の「Ⅳ 国際関係経営史」にまで分析を進め、さらに20世紀企業ある
いは、総合電機企業としての共通の特性も明らかにすることができた。また、組織能力の研究の重要性が明らか
となった。

研究成果の概要（英文）：This research focuses on three companies, Hitachi, General Electric, and 
Siemens, which are general electric companies that have continued to be the leading companies in the
 electrical machinery industry, which represents the twentieth century industries. By comparing and 
examining “Strategy and organizational structure”, “Functions” and “Social relationship” in 
the period from its birth to today, this research highlights the characteristics of Japanese 
companies, American companies and German companies, and also analyzes the competition, coordination 
and mutual penetration of companies in three countries, which will contribute to “International 
business history”. Furthermore, it was carried out for the purpose of comprehensive research that 
clarified common characteristics as a twentieth century company or a general electric company.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究は、考慮すべき変数を限定し、異質性と同質性を際立たせるために、分析対象を電機産業に絞り込んで
徹底的に比較検討するという新たな方法によって日米独の企業あるいは経営の比較史的研究を試みた。また、企
業を「関係の束」と捉えることによって従来の「戦略=組織」分析を超えようとし、さらに2国間ではなく、より
複雑な3国間の国際関係経営史を開拓しようとしている。
　本研究は電機産業史、電機企業経営史を新たな水準に引き上げるだけでなく、比較経営史、国際関係経営史に
新しい地平を開き、さらに比較資本主義史の分野にも大きな貢献をなすと考える



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
各国資本主義の多様性あるいは各国の企業経営の異質性についてこの間多くの議論がなされ
てきたが、アマーブルのように各国資本主義の発展経路と現状の異質性を強調する議論から、
チャンドラーのように発展の論理の共通性の中での差異を強調する議論までその幅は広い。ま
た、多様性を示すために、企業経営の分野に限っても、ガバナンスの構造から生産システムま
で様々な論点が取り上げられてきた。時には印象的な議論が先行したり、特定の産業、特定の
次元の現象が一般化されたり象徴化されて語られることもあった。逆に、同一産業の同一次元
の現象の綿密な比較という作業も十分にはなされてこなかった。研究代表者はじめ本研究の参
加者の何人かが関わった研究（科研費（H21-23）においても国際比較が試みられたが、産業と
時代を統一することができず、隔靴掻痒の感を免れなかった。2016 年に開催された World 
Congress of Business Historyが「同じ産業で同様の規模をもった事業は文化を超えて同質な
ものになるのかあるいは異質なのか」という問題を重要テーマの 1つとしたのもこのような研
究状況を反映していると思われる。本研究では日本とアメリカとドイツの総合電機企業、なか
でも日立とゼネラル・エレクトリック（GE）とシーメンスに焦点を当てて（必要に応じて東芝、
ウェスティングハウス、AEGなども）その歴史的展開の徹底的な比較研究を行い、日本の企業、
アメリカの企業、ドイツの企業の同質性と異質性のよって来たるところを明らかにする。電機
産業に限定して研究を行うのは、比較的資料が入手しやすいという理由以外に、産業を限定す
ることによって産業をまたがった研究に比べ考慮すべき変数を限定できるというメリットがあ
るからであり、また電機産業は第二次産業革命で生み出された産業なので、古くからある産業
に比べて歴史的な、あるいは経路依存がもたらす変数を限定できるからでもある。さらに電機
産業は知識依存型の産業であるため共通の知識基盤の上に成立しており、国をまたいで類似性
の強い発展の経路を取り、同質の企業構造を形成しやすいと考えられるが、それゆえ、逆に異
質性をもたらす要因を確定しやすくなると考えられるからである。 また、電機産業は 20世紀
を代表する、そしてそれぞれの国を代表する産業であり、さらに、21世紀においてもそうあり
続ける産業と考えられ、20世紀さらに 21世紀の資本主義、あるいは企業経営を比較検討する
のに最もふさわしい産業であると考えた。 
  
２．研究の目的 
本研究は、20世紀を代表する産業である電気機械産業において今日まで代表企業であり続け
た総合電機企業、日立とゼネラル・エレクトリックとシーメンスの 3社を中心に取り上げ、そ
の誕生から今日までの期間の「Ⅰ 戦略と組織構造」、「Ⅱ 機能」、「Ⅲ 社会関係」について比較
検討し、日本の企業・アメリカの企業・ドイツの企業の特徴を浮き彫りにするとともに、3 国
の企業の競争と協調、相互浸透の「Ⅳ 国際関係経営史」にまで分析を進め、さらに 20世紀企
業あるいは、総合電機企業としての共通の特性も明らかにする総合的な研究を目的としていた。 
 
３．研究の方法 
研究は「Ⅰ戦略と組織構造」「Ⅱ機能」「Ⅲ社会関係」「Ⅳ国際関係経営史」の４つ「カテゴリ
ー」について行われた。「カテゴリー」ごとに課題を達成するための「テーマ」が設定され、そ
の「テーマ」を解明するために設定された複数の「トピック」を研究者が個別にあるいは共同
で担当した。歴史研究にとっては歴史資料の存在が極めて重要な役割を果たすが、本研究では
これまで個々の研究者によって収集された膨大な資料を電子化することによって共同利用を試
みるとともに、内外の文書館で新たな資料の発掘を行った。 
 
４．研究成果 
⑴「Ⅰ戦略と組織構造」 
多角化戦略と事業部制組織の各企業での展開を検討し、多角化戦略展開の動機と、事業部制組
織形成の誘因を明らかにし、通説的理解の再検討を行うことができた。その結果、総合電機企
業の多角化戦略が必ずしも未利用資源の有効活用を動機として展開されたのではないこと、ま
た、「組織は戦略に従う」という命題に従って、多角化戦略が直ちに事業部制組織へと帰結する
わけでもないことも明らかになってきた。さらに、多角化企業の優位性の根拠とされる「範囲
の経済」の発生のメカニズムの解明と、複数の事業を自社の境界内に内包することによって発
生するコスト（範囲の不経済）の解明が必要なことも分かってきた。 
⑵「Ⅱ機能」 
各研究者が担当する研究で得た諸機能に関する資料と情報を整理蓄積し、次期の研究の土台形
成ができた。 
⑶「Ⅲ社会関係」 
ある戦略と組織がどのような協働の仕組みを作り上げ、人びとはどのような関係（社会関係）
を取り結んだのか、そこでは、基幹労働者、技術者、マネージャーのカテゴリーが重要であり、
その重要性は戦略の変化によって変化することが明らかになってきた。また、それに伴って企
業内の教育システムも変化することが明らかになった。 
⑷「Ⅳ国際関係経営史」 
特許をめぐる国際関係経営史、コンピュータ産業に関する国際関係経営史の研究を進展させる
ことができた。 



⑸さらに、富士コンファレンスを開催し、これまでの研究成果を報告すると同時に、外国の研
究者と研究を交流することができた。それを通じて、知識依存型の産業である電気産業におけ
る組織能力は、従来型の産業のそれとは異なったものが形成されると想定されるので、その研
究が重要であることが明らかとなった。 
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